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国内景気は 7 カ月ぶりに悪化 

～ 新型コロナウイルスの感染再拡大で個人消費を下押し ～ 

 

 
  
（ 調 査 対 象 2 万 3 , 6 8 8 社 、 有 効 回 答 1 万 1 , 4 7 9 社 、 回 答 率 4 8 . 5 ％ 、 調 査 開 始 2 0 0 2 年 5 月 ）  
  
調査結果のポイント 

1.2020 年 12月の景気DIは前月比0.4ポイント減の35.0 となり、7カ月ぶりに悪

化した。国内景気は、新型コロナウイルスの感染再拡大などで持ち直し傾向がス

トップした。今後の景気は、一時的に後退すると見込まれるものの、新型コロナ

ウイルスの感染状況次第ながら春頃に底打ちしたのち、緩やかな上向き傾向で推

移するとみられる。 
 

2.10 業界中、『サービス』、『運輸・倉庫』、『小売』など 8 業界がマイナス、『製造』

など2業界がプラスとなった。全国的な観光施策の停止などで人の移動が抑制さ

れ、『サービス』や『小売』を中心に景況感が悪化した。 
 

3.『北海道』『南関東』『中国』など10地域中8地域が悪化、『北陸』『四国』の2地

域がプラスとなった。新型コロナウイルスの感染が大きく拡大した地域で景況感

の悪化が表れた。特に地方における観光や消費関連の落ち込みがみられた。規模

別では「大企業」「中小企業」「小規模企業」がいずれも 7 カ月ぶりに悪化した。 
 
 
 
 
 
 
 
 

       

 
< 2020 年 12 月の動向 ： 持ち直し傾向がストップ > 

2020年12月の景気DIは前月比0.4ポイント減の35.0となり、7カ月ぶりに悪化した。 
12月の国内景気は、新型コロナウイルスの感染再拡大にともない、観光支援の各種施策

が全国的に一時停止されたことなどが悪材料となり、持ち直し傾向がストップした。さら

に冬季賞与の減額や新型コロナウイルスに関連した失業者の増加など所得環境が悪化した

ほか、一部地域での休業・営業時間短縮などで、小売や個人向けサービスなど個人消費の

落ち込みがみられた。他方、自動車関連の生産が堅調に推移したほか、工作機械や産業機

械を含む機械製造、半導体製造装置などは上向いた。 
国内景気は、新型コロナウイルスの感染再拡大などで持ち直し傾向がストップした。 

 
< 今後の見通し ： 一時的に後退 > 

今後 1 年程度の国内景気は、新型コロナウイルスの感染再拡大にともなう社会経済活動

の抑制策の実施などにより、一時的に後退すると見込まれる。また、感染状況の違いによ

り地域間や業種間で景気の動きが二分される可能性もある。さらに、雇用・所得環境の悪

化による可処分所得の減少などは、個人消費を下押しする材料である。他方、ワクチン接

種の広がりや 5G の本格的普及、東京五輪などはプラス要因となろう。また、自宅内消費

など新しい生活様式に対応した需要の取り込みや海外経済の回復なども期待される。 
今後の景気は、一時的に後退すると見込まれるものの、新型コロナウイルスの感染状況

次第ながら春頃に底打ちしたのち、緩やかな上向き傾向で推移するとみられる。 
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TDB 景気動向調査（全国）― 2020 年 12 月調査 ― 
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12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

19年 2020年 2021年

景気DI 42.5 41.9 38.7 32.5 25.8 25.2 27.6 29.1 29.7 31.6 33.8 35.4 35.0 32.6 31.4 31.1 31.4 31.6 32.8 34.0 34.7 35.8 37.1 38.4 39.7

2020年12月比 -2.4 -3.6 -3.9 -3.6 -3.4 -2.2 -1.0 -0.3 0.8 2.1 3.4 4.7

Lower 31.8 30.2 29.6 29.6 29.7 30.6 31.6 32.2 33.2 34.3 35.4 36.5
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※景気予測DIは、ARIMAモデルに経済統計を加えたStructural ARIMAモデルで分析。破線は予測値の幅（予測区間）を示し、予測値±2標準偏差で算出
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業界別：『サービス』、『運輸・倉庫』、『小売』など 8 業界でマイナスに  
・『サービス』など 8業界がマイナス、『製造』など2業界がプラスとなった。全国的な観光

施策の停止などで人の移動が抑制され、『サービス』や『小売』を中心に景況感が悪化した。 
 
・『サービス』（35.7）…前月比 1.1ポイント減。8カ月ぶりのマイナス。全国的な観光施策

の停止を受け、「旅館・ホテル」（同 16.9 ポイント減）が過去最大の下落幅を記録。「飲食

店」（同 5.7ポイント減）も一部地域において営業時間の短縮要請があり、大幅に悪化した。

また、パッケージソフトなどが悪化した「情報サービス」（同 0.4ポイント減）や、レンタ

カー業が含まれる「リース・賃貸」（同 1.3 ポイント減）もマイナスとなった。一方、「放

送」（同 3.6ポイント増）は、3カ月連続のプラスで、「新型コロナウイルスの影響により激

減した広告出稿が、少しずつ戻ってきた」という声も聞かれた。『サービス』の景気DI は
3業種で 40台、2業種で 10台となり、業種によって温度差がみられる。 

 
・『運輸・倉庫』（31.5）…同 1.0ポイント減。6カ月ぶりのマイナス。『その他』を除く 9業

界のなかで景気DI は最も低く、景況感を「悪い」とする企業は 70.7％と再び 7 割を超え

た。人の移動が再び抑制されるなか、旅行代理店やバス・タクシーといった旅客自動車運

送など、観光業に関連した業種の景況感が悪化した。他方、製造業の持ち直しで荷動きが

活発になり、一般貨物自動車運送などは持ち直しの動きとなっているものの、アジアにお

ける輸送用空コンテナの不足や、軽油など燃料費の高騰を懸念する声もみられる。 
 
・『小売』（34.2）…同 0.8ポイント減。4カ月ぶりのマイナス。冬季賞与の減額もあり、「家

電・情報機器小売」（同 3.8ポイント減）や「自動車・同部品小売」（同 3.0ポイント減）な

ど、耐久消費財を扱う業種が大幅に悪化。また、感染の拡大にともない外出自粛の影響も

みられるなか、「繊維・繊維製品・服飾品小売」（同 1.7 ポイント減）や「飲食料品小売」

（同 2.4ポイント減）も、2カ月連続でのマイナスとなった。他方、自宅内消費などを背景

にスーパーストアが堅調に推移している「各種商品小売」（同1.9ポイント増）や、がん具・

娯楽用品小売が含まれる「専門商品小売」（同1.4ポイント増）はプラスとなった。 
 
・『製造』（33.9）…同 0.6ポイント増。7カ月連続でプラス。自動車および同部分品、半導

体製造装置の輸出が回復傾向となるなか、『製造』の生産・出荷量 DI や設備稼働率DI も
上昇傾向が続いた。「輸送用機械・器具製造」（同3.8ポイント増）、「機械製造」（同 1.8ポ

イント増）、「化学品製造」（同 1.6ポイント増）などを中心に、サプライチェーン全体で持

ち直しの動きが継続している。他方、卸売・小売の業種でも厳しい水準が続く「飲食料品・

飼料製造」（同 3.5 ポイント減）や、「繊維・繊維製品・服飾品小売」（同 0.7 ポイント減）

は、持ち直しの動きが一服しマイナスとなった。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19年

12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 前月比

農・林・水産 41.7 38.4 37.9 32.8 28.2 25.1 29.6 31.4 31.0 30.3 34.4 38.7 35.4 ▲ 3.3

金融 44.5 44.8 42.2 33.3 27.3 28.7 32.4 31.5 32.6 35.3 38.3 37.7 35.6 ▲ 2.1

建設 51.6 50.0 47.8 41.5 33.9 33.5 36.3 37.5 38.4 40.4 41.1 41.8 40.9 ▲ 0.9

不動産 44.2 45.9 42.0 31.6 21.9 23.5 29.2 32.5 33.1 35.6 36.4 36.8 36.4 ▲ 0.4

飲食料品・飼料製造 39.9 38.0 34.5 28.4 24.8 24.6 27.2 29.6 30.5 32.0 34.2 36.0 32.5 ▲ 3.5

繊維・繊維製品・服飾品製造 32.6 30.5 29.3 23.2 16.7 17.7 17.9 19.8 20.3 23.5 24.7 26.8 26.1 ▲ 0.7

製造 建材・家具、窯業・土石製品製造 40.2 39.9 37.2 33.4 29.2 26.5 28.1 28.3 29.8 31.3 35.1 35.4 36.0 0.6

パルプ・紙・紙加工品製造 40.6 37.3 32.0 29.2 24.0 21.4 19.3 21.0 22.9 24.1 26.2 29.2 29.3 0.1

出版・印刷 32.9 30.9 29.7 23.1 16.8 14.4 16.0 15.8 18.8 20.4 21.9 22.7 21.8 ▲ 0.9

化学品製造 40.1 39.0 35.8 32.1 27.5 25.3 25.9 27.3 27.8 31.1 34.4 37.7 39.3 1.6

鉄鋼・非鉄・鉱業 37.6 36.3 32.9 29.0 23.6 21.5 20.8 22.3 23.6 25.4 29.2 33.1 34.3 1.2

機械製造 38.4 37.3 35.4 31.1 25.3 23.6 23.5 24.6 25.0 26.5 29.1 31.7 33.5 1.8

電気機械製造 40.4 41.0 38.5 32.7 27.6 26.1 27.0 27.5 27.7 28.9 33.0 34.8 35.5 0.7

輸送用機械・器具製造 40.9 39.4 36.5 34.2 22.2 18.2 18.1 21.2 24.2 27.8 34.9 36.3 40.1 3.8

精密機械、医療機械・器具製造 39.9 40.4 39.0 34.8 27.2 26.3 28.6 28.1 29.6 30.2 32.7 35.5 37.1 1.6

その他製造 38.0 36.9 36.8 31.1 20.7 19.8 23.9 25.2 22.8 26.3 29.0 29.6 31.9 2.3

全　体 38.6 37.6 34.9 30.3 24.7 23.0 23.6 24.9 25.9 27.8 31.0 33.3 33.9 0.6

飲食料品卸売 37.4 37.3 33.1 25.6 21.3 21.0 24.5 27.3 27.2 30.2 32.0 31.6 29.5 ▲ 2.1

繊維・繊維製品・服飾品卸売 26.5 26.2 22.0 16.4 10.3 11.4 15.8 18.2 18.0 19.4 22.6 22.3 22.7 0.4

卸売 建材・家具、窯業・土石製品卸売 43.1 42.8 38.5 34.4 27.9 27.7 29.6 30.2 30.4 31.7 33.9 35.9 36.1 0.2

紙類・文具・書籍卸売 35.0 34.9 33.5 27.5 22.0 19.1 19.0 21.9 23.2 24.0 26.9 26.7 28.3 1.6

化学品卸売 39.0 38.7 35.5 33.2 28.9 27.4 27.6 29.2 29.5 30.1 32.3 36.1 35.7 ▲ 0.4

再生資源卸売 33.3 30.8 27.1 21.2 18.7 18.8 23.8 24.5 27.8 30.2 32.9 38.7 44.4 5.7

鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売 34.8 33.9 31.9 27.8 23.2 22.8 24.0 24.5 25.3 26.4 30.5 32.1 34.0 1.9

機械・器具卸売 41.7 41.2 38.2 33.0 25.9 25.1 27.4 29.0 28.6 30.6 33.1 34.6 34.4 ▲ 0.2

その他の卸売 37.1 36.7 31.5 26.5 21.4 19.8 23.1 25.1 25.4 27.6 30.6 33.0 31.6 ▲ 1.4

全　体 38.4 37.9 34.4 29.4 23.7 23.0 25.3 27.0 27.1 28.9 31.5 33.0 32.8 ▲ 0.2

飲食料品小売 38.4 39.1 36.7 25.8 26.3 27.4 30.8 30.7 29.1 34.0 38.8 37.0 34.6 ▲ 2.4

繊維・繊維製品・服飾品小売 28.7 28.0 24.2 16.2 11.4 8.8 23.6 24.7 24.0 19.9 27.8 23.7 22.0 ▲ 1.7

医薬品・日用雑貨品小売 40.2 37.7 34.7 27.5 28.7 25.3 32.7 32.7 31.3 32.6 33.3 29.8 31.3 1.5

小売 家具類小売 31.8 31.9 29.2 22.6 10.8 15.5 31.7 40.0 38.9 38.5 37.5 38.9 35.4 ▲ 3.5

家電・情報機器小売 38.1 38.2 36.0 28.4 19.3 21.9 33.8 29.8 30.5 30.6 34.2 33.3 29.5 ▲ 3.8

自動車・同部品小売 31.9 36.7 32.9 27.9 17.0 15.8 25.4 29.3 29.3 32.4 34.6 40.2 37.2 ▲ 3.0

専門商品小売 36.0 35.2 34.7 27.4 20.2 19.9 27.7 30.2 30.0 31.6 33.9 33.3 34.7 1.4

各種商品小売 36.2 37.4 34.4 29.3 32.3 29.9 34.5 40.9 36.9 37.0 37.6 37.3 39.2 1.9

その他の小売 47.9 48.1 43.9 31.8 26.9 30.6 31.8 26.7 25.9 33.3 33.3 34.8 33.3 ▲ 1.5

全　体 35.8 36.3 34.1 26.7 21.2 21.1 29.1 31.0 30.3 32.1 34.8 35.0 34.2 ▲ 0.8

運輸・倉庫 42.6 39.5 34.0 27.7 22.4 22.7 21.5 24.2 25.4 28.1 30.1 32.5 31.5 ▲ 1.0

飲食店 40.7 41.0 32.3 14.2 4.3 5.5 13.8 13.7 12.7 14.5 18.2 21.0 15.3 ▲ 5.7

電気通信 52.8 64.6 57.1 50.0 30.3 33.3 43.3 41.7 42.6 46.7 41.7 47.2 38.9 ▲ 8.3

電気・ガス・水道・熱供給 47.4 52.4 46.7 40.5 28.4 32.4 34.4 34.9 42.5 42.5 40.4 40.0 38.6 ▲ 1.4

リース・賃貸 50.4 50.8 46.9 34.0 27.8 29.1 30.2 31.4 32.7 34.5 34.9 37.5 36.2 ▲ 1.3

旅館・ホテル 39.1 38.5 23.2 7.0 1.5 2.9 4.8 5.1 6.0 12.4 27.2 28.8 11.9 ▲ 16.9

娯楽サービス 37.5 39.4 35.7 17.0 5.6 9.3 11.5 17.5 22.9 22.4 23.7 29.0 27.0 ▲ 2.0

サービス 放送 38.2 38.1 38.9 29.8 22.9 22.5 26.7 25.6 34.5 33.3 34.4 38.6 42.2 3.6

メンテナンス・警備・検査 46.6 46.4 42.6 36.0 27.5 26.6 29.9 33.2 34.1 36.5 38.5 38.5 38.6 0.1

広告関連 37.8 40.0 34.1 21.3 11.3 10.7 14.3 19.0 18.0 20.4 21.1 22.3 22.5 0.2

情報サービス 56.2 56.5 54.2 43.9 33.7 34.0 35.8 37.2 37.9 38.9 40.1 41.6 41.2 ▲ 0.4

人材派遣・紹介 46.2 49.2 42.5 34.1 21.0 20.0 25.3 24.6 25.4 26.7 29.2 34.3 31.5 ▲ 2.8

専門サービス 49.9 50.3 45.8 40.4 31.4 32.2 35.0 36.7 36.1 40.0 40.7 42.5 41.0 ▲ 1.5

医療・福祉・保健衛生 47.7 47.8 43.2 35.9 26.4 26.1 30.5 29.9 31.0 31.4 33.6 34.9 34.8 ▲ 0.1

教育サービス 43.1 41.4 40.0 29.7 13.9 18.8 28.0 29.5 31.7 34.0 34.7 34.0 34.0 0.0

その他サービス 45.6 46.2 39.8 29.2 21.2 21.8 26.6 28.7 28.4 31.1 31.6 31.4 32.6 1.2

全　体 48.8 49.5 45.1 35.3 25.8 26.1 29.4 31.2 31.8 33.9 35.1 36.8 35.7 ▲ 1.1

その他 41.7 42.7 39.2 29.8 24.4 26.2 27.1 29.3 28.8 31.5 28.2 29.4 30.8 1.4

  格差（10業界別『その他』除く） 15.8 13.7 13.8 14.8 12.7 12.4 14.8 13.3 13.0 12.6 11.0 9.3 9.4

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す
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規模別：全規模が 7 カ月ぶりに悪化  
・「大企業」「中小企業」「小規模企業」がいずれも 7カ月ぶりに悪化した。各種施策の一時停

止や店舗への来店客数の減少などが下押し要因となった。 
 

・「大企業」（37.4）…前月比 0.2ポイント減。7カ月ぶりに悪化。飲食料品関連の外食・中

食向け業務用卸売が落ち込んだほか、来客数の減少が響いた不動産業などが全体を下押し

した。他方、『農・林・水産』は 12月前半に持ち直したが、後半にかけて勢いが鈍化した。 
 

・「中小企業」（34.5）…前月比 0.4ポイント減。7カ月ぶりに悪化。新型コロナウイルスの

感染再拡大にともない、忘年会のキャンセルなどで飲食料品小売や飲食店の景況感が大き

く悪化した。他方、自動車製造が持ち直すなかで、設備稼働率の上向き傾向は継続した。 
 

・「小規模企業」（34.2）…同 1.0ポイント減。7カ月ぶりに悪化。各種施策が全国で一時停

止されたことの影響もあり、団体旅行の中止や貸し切りバスのキャンセルなどが表れた。

販売単価が伸び悩むなかで仕入単価の上昇が続き、収益環境の厳しさが増してきた。 

 

 

 

 

 
 

地域別：10 地域中 8 地域で悪化、特に観光・消費関連の落ち込みが顕著  
・『北海道』『南関東』『中国』など 10地域中 8地域が悪化、『北陸』『四国』の 2地域がプラ

スとなった。新型コロナウイルスの感染が大きく拡大した地域で景況感の悪化が表れた。

特に地方における観光や消費関連の落ち込みがみられた。 
 

・『北海道』（33.0）…前月比 1.4ポイント減。2カ月連続で悪化。感染拡大を抑える集中対

策期間の外出自粛などの行動制限や、札幌市における一部業種の休業・営業時間短縮など

が大きく影響した。札幌市の景気DIは 4月以来の下落幅となった。 
 

・『南関東』（35.2）…同 0.1ポイント減。7カ月ぶりに悪化。域内 1都 3県で新型コロナウ

イルスの感染者数の大幅な増加が悪材料となった。なかでも各種施策の一時停止によるキ

ャンセルなどで、旅行代理店や貸し切りバスなど観光関連が落ち込んだ。 
 

・『中国』（34.8）…同 0.7ポイント減。7カ月ぶりに悪化。広島県で新型コロナウイルスの

感染が急速に拡大するなか、小売や飲食店など個人消費関連が悪化した。他方で、公共工

事の増加傾向を受けて『建設』の景況感は堅調に推移した。 

地域別グラフ（2017 年1 月からの月別推移） 
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2017年 18年 19年 20年

九州

北関東

四国

東北

東海

南関東

北陸

中国

近畿

北海道

19年

12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 前月比

大企業 45.7 45.3 42.0 34.8 28.2 28.1 30.1 31.7 32.4 33.9 36.4 37.6 37.4 ▲ 0.2

中小企業 41.7 41.1 38.0 32.0 25.3 24.6 27.0 28.5 29.1 31.1 33.3 34.9 34.5 ▲ 0.4

（うち小規模企業） 42.1 41.4 38.8 32.3 25.4 24.6 27.8 29.4 30.0 32.0 33.9 35.2 34.2 ▲ 1.0

格差（大企業－中小企業） 4.0 4.2 4.0 2.8 2.9 3.5 3.1 3.2 3.3 2.8 3.1 2.7 2.9

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

19年

12月

20年

1月
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 前月比

43.8 42.4 39.0 31.0 28.4 27.5 30.6 32.3 33.4 34.4 36.0 34.4 33.0 ▲ 1.4

40.9 38.8 36.7 30.7 26.0 25.3 28.5 29.7 30.4 32.6 34.4 36.0 35.4 ▲ 0.6

40.0 39.4 36.9 31.8 25.8 24.5 26.2 27.1 28.0 30.6 33.2 36.6 35.9 ▲ 0.7

44.3 44.5 41.1 34.1 26.3 25.5 28.4 29.7 30.4 32.3 34.2 35.3 35.2 ▲ 0.1

39.5 37.6 35.6 29.7 24.9 25.1 26.5 27.5 28.5 30.0 31.8 34.7 35.0 0.3

41.8 40.6 37.3 31.4 23.7 23.4 25.3 27.0 27.7 30.3 32.6 35.6 35.3 ▲ 0.3

40.5 39.8 36.3 30.4 23.9 23.8 25.9 27.8 28.1 29.5 32.4 34.1 33.9 ▲ 0.2

42.6 41.2 39.0 33.8 27.0 25.7 27.2 29.4 29.7 32.0 34.3 35.5 34.8 ▲ 0.7

43.8 42.7 39.5 36.4 30.8 28.5 30.3 30.5 31.5 32.6 33.9 35.3 35.4 0.1

45.1 45.2 41.5 35.3 27.5 27.4 29.7 32.5 31.8 34.2 36.9 37.7 36.9 ▲ 0.8

5.6 7.6 5.9 6.7 7.1 5.1 5.3 5.5 5.7 4.9 5.1 3.6 3.9

※網掛けなしは前月比改善または増加、黄色の網掛けは前月比横ばい、青色の網掛けは前月比悪化または減少を示す

中国

格差

四国

九州

北関東

北海道

東北

南関東

東海

北陸

近畿

全国（35.0）と同水準以上の地域

全国（35.0）を下回っている地域

北関東
35.9

南関東

35.2

北陸
35.0

東海

35.3

近畿

33.9

中国
34.8

四国
35.4

九州
36.9

北海道
33.0

東北
35.4
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業界名

10月 11月 12月

34.4 38.7 35.4 △ ○
農・林・水産

× × 製紙工場の減産や閉鎖による影響が、原料の木材に出てくる（森林組合）

×
× 12月になり観光客も来なくなり、また忘年会もなく厳しい状況（養鶏）

38.3 37.7 35.6 × ○ ワクチン接種が本格化した後のリバウンドに期待（損害保険代理）

金融 ×
× 新型コロナウイルス状況下の金融緩和にともなう需要の減少（事業者向け貸金）

× ×

41.1 41.8 40.9 ○ ○
建設

○ ○ 携帯事業者の5G関連工事が多い。3年ほど続く（電気通信工事）

○
○ 年度末に向けて急激に工事発注量が増えている（舗装工事）

× ×

×
×

× 新型コロナウイルスの影響が、いよいよ業界にも現れ始める（一般管工事）

36.4 36.8 36.4 ○ ○
不動産

○ 新型コロナウイルスの影響はあるが、不動産売買は動いている（建物売買） ×
×

×
× 新型コロナウイルスで不透明。冬季閑散期に入り、景気は良くない（不動産管理）

31.0 33.3 33.9 ○ ○
製造

○ ○

△ △

× × 予想以上に大きな薬価改定が実施される可能性がある（医薬品製剤製造）

× 新型コロナウイルスの影響で設備投資・修繕予算が削減（建設用金属製品製造）

× ×

× 旅行関連、イベント関連など、人が集まる販促物の売り上げが激減（印刷） × 織物関係が良くなると思えない。新型コロナウイルス前から悪い（繊維製品製造）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

業界別の景況感企業の声１（農・林・水産～製造）

現在 先行き

スーパーゼネコンなどは新型コロナウイルスを理由に施工単価をかなり絞ってき

ており、物件はそこそこあるものの単価が合わず見送りが多い（一般電気工事）

通信建設業において、新型コロナウイルスによる影響は少なく、5Gをはじめ、通

信インフラの需要が続いている（電気通信工事）

防災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策のおかげで公共事業の発注量

が多い。その反面、人手不足は顕著となっている（土木工事）

新型コロナウイルスの感染が拡大する前からファッション関連が厳しく百貨店の売

り上げが低迷。さらに新型コロナウイルスにより、飲食・ホテル・観光関連の売り上

げも低迷、リニューアルや新規店舗出店の話が全く無く最悪の状況（内装工事）

すでに、来年の工場の山積みが夏以降まで見えており、今期よりも受注金額が上

がっている。また、値戻りが少し見られる（鉄骨工事）

ホームページへのアクセス数、問合せも増加しており、来期の商談件数が確実に

増加傾向にある（建築工事）

行政の予算計上による影響に左右されるが、徐々に悪くなっていく見通しと考え

たリスクマネジメントをしていく必要がある（はつり・解体工事）

現在は災害復旧工事の受注が大半であり、新型コロナウイルスの影響で今後の

新規工事発注の見込みが不安である（土木工事）

主要販売単価（生乳）は高値で安定しているが、個体販売価格の急落と生産費

用の増加により所得を大きく伸ばすことが出来ていない（畜産サービス）

新型コロナウイルスで消費が落ち込み、単価も例年より2割から5割も下落してい

る。量販店の販売も10月から下がっている（施設野菜作農業）

不要不急の外出自粛などの影響により、買い物や外食といった消費の機会が減

少、ショッピング、キャッシングともにカード利用も減少している（クレジットカード）

新型コロナウイルスの感染が収束すれば、畜産（和牛）生産地なので景気が上向

くと考える（養豚）

来年度の予算編成における工事計画の情報がほとんど無く、先が全く見えない

（園芸サービス）

年収が下がる前に住宅ローンの借り入れをする人もいるため、物件が売れている

（不動産代理・仲介）

新型コロナウイルスにより消費行動が抑制されるなか、売上の見通しが立たない

テナントの退店が続いている。都心部に近い商業施設は特に顕著（貸事務所）

自動車関係を中心に、建築資材店舗用什器など部分的に忙しさが出てきてお

り、一時の停滞感はない（自動車部分品・付属品製造）

電子部品業界は5G社会へ向けた半導体需要の回復、モバイル機器の需要増、

自動車需要の回復と、ネガティブな要素は少ない(民生用電気機械器具製造)

冬は床暖房やパネルヒーター、夏は輻射式冷暖房に注目が集まっている（温風・

温水暖房装置製造）

国内各自動車メーカーからの受注が回復し、中国、北米向けも増加傾向。しかし

中国を除くアジアからの受注は遅れている（動力伝導装置製造）

変わらず新型コロナウイルスの影響が大きい。忘年会、新年会なども中止となって

いる（清酒製造）

米国への輸出が約半分を占めている当社では、輸出コンテナの不足により出荷

が大幅に遅れている。未だに見通しが立たない（ポンプ・同装置製造）

車載電池やモーター周りの引き合いが多数来ている（各種機械・同部分品製造

修理）

来年4月以降の話が徐々にきているが、工作機械は納品までに時間がかかるた

め、受注が増えたとしても来年後半くらいからとなりそう（荷役運搬設備製造）

新型コロナウイルスの感染拡大が心配。工場が止まるようなことがあれば、投資は

無くなる（生コンクリート製造）

金融機関の不動産に対する融資姿勢の厳格化により、取引自体が縮小傾向にな

ると思われる（建物売買）

感染が拡大したことから、順調に推移してきた温泉旅館などのキャンセルが多く発

生。小売や卸売も恒常的な売り上げ減少が続いている（信用金庫・同連合会）

季節的な部分も考慮し、新型コロナウイルスの感染者数が減少するまでは、好転

しないと思われる（投資業）

3月までの資金繰り支援延長は決定したが、景気の冷え込みをカバーするだけの

資金注入は厳しいと思われる（信用協同組合）

新型コロナウイルスによる在宅勤務の業務がマンションでは不向きなのか、地方

の安い戸建て住宅を求める人が増加している（土地売買）

新型コロナウイルス感染症が警戒され、転勤や移動が自粛され、来店客が多く望

めない（不動産代理）
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10月 11月 12月

31.5 33.0 32.8 ○ ○
卸売

○ 寒波の到来など例年よりも寒い気候のため（石油卸売） ○ 引き続き家庭園芸愛好家の増加が、持続すると思われる（その他の卸売）

○ ○

× 野菜供給量の過多により卸値が大暴落し、売上高が激減している（野菜卸売） ×
×

×
× 貨物の海上運賃が暴騰し、輸出入が困難になってきている（各種商品卸売）

34.8 35.0 34.2 ○ 新型コロナウイルスの影響による巣ごもり需要のため（スーパーストア） ○
小売 ○ 売り上げ、業者間の取引相場が上昇。市場の成約率も高い（中古車小売）

× △

× 外出自粛ムードが続くなか、都心型店舗での売り上げは激減している（靴小売） ×
× 原油価格が緩やかに上昇しているが、売価は上がらない（ガソリンスタンド）

× ×

× 受診控えによる患者数の減少がある（医薬品小売） × 新型コロナウイルスの影響が響くと思われる（呉服・服地小売）

30.1 32.5 31.5 ○ ○
運輸・倉庫

△ ○

× ×

× Go Toキャンペーン中止におけるキャンセルの影響（国内旅行） ×
×

× 民間の設備投資は低調。公共事業発注状況による（運輸に付帯するサービス）

35.1 36.8 35.7 ○ 企業のデジタル化のニーズが高まっている（ソフト受託開発） ○
サービス ○

○ 不動産開発はやや上向いてきている気がする（環境計量証明）

○ ○ より一層、効率化へ向けた投資をする企業が多くなっている（情報処理サービス）

○ 今後の状況にもよるが、徐々に設備投資が増えてきている（総合リース）

× × 市場の動向が読み切れない状態で、不安定な状況が続く（リゾートクラブ）

×
×

×
× 特に繁華街の活気が戻らず、駐車場の稼働が前年を下回っている（駐車場）

【判断理由】○＝良いと判断した理由△＝どちらでもない理由×＝悪いと判断した理由

先行き

業界別の景況感企業の声２（卸売～サービス）

業界名
現在

中国の経済回復により海外のスクラップ価格が上昇しているため国内価格もそれ

につれて急上昇。売買差が取れている（鉄スクラップ卸売）

新型コロナウイルスの影響により中古車流通が不足しているが、逆に単価はやや

上昇している（中古自動車卸売）

アジアにおけるコンテナ不足で輸入が大幅に遅れ納期の遅延や、人手不足によ

り国内配送のトラック確保が難しいなどの影響がみられる（男子服卸売）

外出自粛による来店客数減少をネット通販がカバーしてきたが、巣ごもり需要も一

段落しており、売り上げが低迷している（家具小売）

クリスマス商戦に入って少し戻しているが、全般的に来店客数が激減している（時

計・眼鏡・光学機械小売）

11月以降、ブラックフライデーや年末向け商品などの荷物取扱量が、大きく増加

した結果、業績が良くなりつつある（一般貨物自動車運送）

自動車産業を中心に生産が急激に回復しているものの、新型コロナウィルスの再

流行による消費低迷が影を落としつつある（普通倉庫）

年末年始のGo Toキャンペーンが中止になり、予想以上に厳しい状況となった

（一般貸切旅客自動車運送）

新型コロナウイルスの影響で船が遅れたり、スペースが取れない、コストが高いと

何重苦にもなっている（港湾運送）

測定機器のレンタルを行っているが、年末、年度末は建設現場数が多く、繁忙期

となっており、レンタル機器稼働率も上がってきている（産業用機械器具賃貸）

新型コロナウイルスの影響により激減した広告出稿が、少しずつ戻ってきた（テレ

ビジョン放送）

Go Toトラベルなどで一時回復しつつあったが、新型コロナウイルスの感染拡大と

ともに一気に冷めた（旅館） 冬場は業界の閑散期であり、成人式・卒業式も新型コロナウイルスによる影響で

スーツ・着物類のクリーニング需要が求められない（普通洗濯）新型コロナウイルスの影響により、忘年会・新年会シーズンでのキャンセルが多数

出ている（酒場、ビヤホール）

新しい生活様式の定着や、キャッシュレス決済の伸長により、通販関係には追い

風と考える（家庭用電気機械器具卸売）

生コンクリートが出荷予想される先の案件が少なくなって来ている。公共工事関

連も冬季という季節要因もあり期待できない（建設用石材・窯業製品卸売）

新型コロナウイルスのワクチン接種で経済活動が徐々に復活してくると予測（二輪

自動車小売）

新型コロナウイルスの感染がさらに広まり、東京五輪を開催してもしなくても、マイ

ナスの影響しか考えられない（中華・東洋料理店）

テレワークやウェブ会議の影響、密を避ける行動によって、収束後でも旅行需要

は2019年の状態には戻らないと考えている（一般旅行）

新型コロナウイルスが収まっても、ネット活用のニーズはそれほど衰えないと思わ

れる（事業サービス）

新型コロナウイルスの関係で展示会や商談会が開けず、製造メーカーが新製品

開発を弱めている（がん具・娯楽用品小売）

巣ごもり需要の反動と給与所得目減りによる、個人消費減退が考えられる（各種

商品小売）

東京五輪が開催出来れば、バスの需要は高まり、6カ月後、1年後は良いと思う

（一般貸切旅客自動車運送）

新型コロナウイルスの影響、および中国の景況感次第であり、不透明感は拭えな

いが、若干良くなるとみている（港湾運送）

鋼材単価の値上がり、新型コロナウイルスなど先が読めない（一般貨物自動車運

送）

ワクチンなどで、新型コロナウイルスの感染者減少で状況が好転し、消費意欲の

増加、リベンジ消費を期待（コーヒー・茶類卸売）

新型コロナウイルス関連予算に支出が多くなり、他の事業に使う予算が縮小され

る。新型コロナウイルスの影響を受けた事業者は支出を絞る（塗料卸売）

ワクチンが普及したら都会から景気が回復すると思うが、地方は景気循環が都会

より数カ月遅れてくるので、まだ状態を見極めないと分からない（料理品小売）
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調査先企業の属性 
１．調査対象（2 万 3,688 社、有効回答企業 1 万 1,479 社、回答率 48.5％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．調査事項 
・景況感（現在）および先行きに対する見通し 

・経営状況（売り上げ、生産・出荷量、仕入れ単価・販売単価、在庫、設備稼働率、従業員数、時

間外労働時間、雇用過不足、設備投資意欲）および金融機関の融資姿勢について 

3．調査時期・方法 
2020 年 12 月 16 日～2021 年 1 月 5 日（インターネット調査） 

景気動向指数（景気 DI）について 

■TDB 景気動向調査の目的および調査項目 
全国企業の景気判断を総合した指標。国内景気の実態把握を目的として、2002年5月から調

査を開始。景気判断や企業収益、設備投資意欲、雇用環境など企業活動全般に関する項目に

ついて全国 2 万 3 千社以上を対象に実施している月次統計調査（ビジネス・サーベイ）である。 

■調査先企業の選定 
全国全業種、全規模を対象とし、調査協力の承諾が得られた企業を調査先としている。 

■DI 算出方法 

DI（ディフュージョン・インデックス〈Diffusion Index〉）は、企業による 7 段階の判断に、それぞ

れ以下の点数を与え、これらを各選択区分の回答数に乗じて算出している。 

 

 

 

 

景気 DI は、50 を境にそれより上であれば「良い」、下であれば「悪い」を意味し、50 が判断の

分かれ目となる（小数点第 2 位を四捨五入）。また、企業規模の大小に基づくウェイト付けは行っ

ておらず、「1 社 1 票」で算出している。 

■企業規模区分 
企業の多様性が増すなか、資本金や従業員数だけでは計りきれない実態の把握を目的に中

小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキングデータを加え下記の通り区分している。 
 
 
 
 
 

■景気予測 DI 
景気 DI の先行きを予測する指標。ARIMA モデルに、経済統計や TDB 景気動向調査の

｢売り上げ DI｣、｢設備投資意欲 DI｣、｢先行き見通し DI｣などを加えた structural ARIMA モデ

ルで分析し、景気予測 DI を算出している。 
 
 
 
 
 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 2021 
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有効回答数

の合計各区分回答数各区分点数
景気

選択区分 非常に良い 良い やや良い どちらともいえない やや悪い 悪い 非常に悪い

点数 6 5 4 3 2 1 0

各区分の回答数 N6 N5 N4 N3 N2 N1 N0

（1）地域

588 1,256
796 1,900
863 671

3,503 398
624 880

11,479

（2）業界（10業界51業種）

72 65
127 31

1,872 25
368 16

飲食料品・飼料製造業 388 35
繊維・繊維製品・服飾品製造業 124 81
建材・家具、窯業・土石製品製造業 234 150
パルプ・紙・紙加工品製造業 108 48
出版・印刷 186 11
化学品製造業 436 505
鉄鋼・非鉄・鉱業 534 62
機械製造業 506 9
電気機械製造業 346 19
輸送用機械・器具製造業 108 134
精密機械、医療機械・器具製造業 85 35
その他製造業 95 58
飲食料品卸売業 408 17
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 195 183
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 352 103
紙類・文具・書籍卸売業 103 495
化学品卸売業 294 72
再生資源卸売業 33 304
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 319 129
機械・器具卸売業 964 26
その他の卸売業 359 204

46
11,479

（3）規模

2,020 17.6%

9,459 82.4%

(3,404) (29.7%)

11,479 100.0%

(281) (2.4%)

家電・情報機器小売業

飲食店

電気通信業

人材派遣・紹介業

広告関連業

その他

合  計

運輸・倉庫

農・林・水産

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川）

その他の小売業

（462）

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

金融

建設

不動産

近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

小売

飲食料品小売業

繊維・繊維製品・服飾品小売業

医薬品・日用雑貨品小売業

家具類小売業

四国（徳島 香川 愛媛 高知）

中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）

九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

（うち小規模企業）

娯楽サービス

卸売

（3,027）

放送業

サービス

（1,850）

大企業

その他サービス業

専門サービス業

教育サービス業

医療・福祉・保健衛生業

リース・賃貸業
（3,150）

メンテナンス・警備・検査業

情報サービス業

旅館・ホテル

製造

（うち上場企業）

東海（岐阜 静岡 愛知 三重）北海道

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野）

北陸  （新潟 富山 石川 福井）

合  計

中小企業

電気・ガス・水道・熱供給業


